
県内貨物の輸出量増加に向けた物流コストやリードタイム等の検証、貨物の

集約化・共同化による効率的な輸配送など、 沖縄から海外への輸出における

新たな物流モデルの構築の実証事業を公募します

応 募

資 格

対 象

業 種

対 象

事 業

事 業

期 間

公 募

期 間 ※12時必着

沖縄県委託事業

物流対策総合支援事業（コンサルティング支援業務）

県内事業所、もしくは県内支店や営業所等の事業拠点を有する者

また、沖縄県に事業所がある企業が主体となった共同企業体

令和８年度

物流対策総合支援事業（輸出実証）
企画提案募集

物流業、生産者、製造業等の事業者及び共同企業体等

仕向地：国外

※ 継続的な輸出を見込める国・地域であること

※ 輸送コスト削減に向けた検証を行う場合は移出 （国内への輸送）を

組み合わせた輸出も対象とするが、移出のみは認められない

契約締結日～令和9年1月29日

※ 令和８年12月末までに輸送物が輸送先に到着することを見込む提案

であること

令和8年

６月１日（月）～６月３０日（火）

予算額：1件あたり8,333千円以内（一般管理費・消費税を含む）予算額：1件あたり8,333千円以内（一般管理費・消費税を含む）予算額：1件あたり8,333千円以内（一般管理費・消費税を含む）

詳細は公募要領をご確認ください
https : / /www.pref .ok inawa . lg . jp /sh igoto/

nyusatsuke iyaku/1015342/1025075/1037593/1040100 .html



（２） 物流の効率化等に係る実証

申込・問合先

対象となる事業内容

公益財団法人 沖縄県産業振興公社

産業振興課 「物流なんでも相談窓口」

TEL０－５１－５１５
mail: logi[at]okinawa-ric.or.jp

※[at]を＠に置き換えて送信してください

（１） 輸出ビジネスの実証

物流コスト低減及び物流サービスの維持・向上に向けて、荷待ち・荷役時間の縮減、

トラック積載率の向上、共同倉庫の運用、混載による輸出など、複数の企業・団体等

が連携した効率的な物流の促進により、海外へ輸出を行う実証事業を提案すること

※倉庫だけ、トラックだけの運用は対象としない

※海外輸出を行うことが必須

沖縄から、輸出ビジネスの展開可能性が高い国に向けて、新たなベースカーゴとな

りうる貨物を輸出し、物流、通関、貿易手続き等の現状や費用、県内での調達状況、

海外バイヤーの反応等を明らかにするとともに、課題を抽出するための実証事業

を提案すること

〒901-0152

沖縄県那覇市1831番地1

沖縄産業支援センター4F

担当武藤・本永


